
- 1 -

①小売業の類型

商工商事㈱



- 2 -

「①小売業の類型」の学習範囲

第１章 流通における小売業

１章２ 日本の小売業

１章３

流通機構における小売業 １章１ 小売業とは

１章４ 中小小売業

製造業 卸売業 小 売 業 消費者

（生産者）

第２章

組織形態別小売業の基本的役割

組織形態別 ２章３ 販売形態別

組織小売業 商業集積 店舗販売 無店舗販売

第４章 第３章２章１ 組織小売業

商業集積の基本 店舗形態別小売業

２章２ チェーンストア

４章１ 商店街 ３章１ 小売業態の基本

４章２ ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ ＜店舗形態別小売業＞

３章２ 専門店

３章３ 百貨店

３章４ 総合品ぞろえｽｰﾊﾟｰ

３章５ スーパーマーケット

３章６ ホームセンター

３章７ ドラッグストア

３章８ コンビニｴﾝｽｽﾄｱ

３章９ その他



- 3 -

第１章 流通における小売業の基本

１ 小売業とは何か

●小売業の定義

＜ とは＞小売業

メーカーや卸売業から商品を仕入れ、

流通の最終段階に位置する 事業者消費者に直接販売する

●販売対象は消費者

流通機構

製造業 卸売業 消費者小売業

（メーカー）
中間流通 最終流通

販売
卸売業 事 業 者 生産活動のために購入、再販売のために仕入

販売
小売業 最終消費者 個人的に消費し、利用するために商品を購入

●卸売業を兼業するケース

（統計調査では、 が最終消費者に対する販売なら小売業）年間販売額の半分以上

卸売業務 卸売業務

他の食料品店 ｴｱｺﾝ 企業(事業所)

家電

豆腐屋 専門店

消 費 者 ｴｱｺﾝ 消 費 者

小売業務 小売業務

（製造小売）

※ （商業統計調査）による小売業の定義経済センサス

主として次の業務を行う事業所を小売業としている。

①個人・家庭用消費者のための商品を販売する事業所

②商品を販売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所

③製造小売（製造した商品をその場所で小売）する事業所

④主として、消費者へ無店舗販売する事業所

⑤ガソリンスタンド

⑥産業用使用者に少量・少額の商品販売を行う事業所
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●販売代理と購買代理

メーカー 小売業 → 消費者 メーカーに代わっての「 」販売代理

メーカー → 小売業 消費者 消費者に代わっての「 」購買代理

小売業による の把握消費者ニーズ

（特に によりリアルタイム）ＰＯＳデータ

→精度の高い に活かすマーチャンダイジング

２ 日本の小売業の構造と変化

２－１ 構造上の特徴 …従業員 人以下のﾊﾟﾊﾟﾏﾏｽﾄｱの数が６８％零細性 4
（売上高は１５％）

（ ）●日本の流通構造の特徴 …人口 人当り 店 欧米に比べ高密度過多性 1000 8.9
→規模の零細性や経営の非効率性も表す

… が高い多段階性 Ｗ／Ｒ比率

→卸売業が介在する流通システムが主導

末端の小売店が零細で過多であれば、卸売業を介在させたほうが安く、

反対に小売店が大規模で少数ならば、メーカーから直接、小売店に販売する。

※(Ｗ／Ｒ比率＝卸売業販売額／小売業販売額)

２－２ 多頻度小口の購買慣習

●購買特性と流通機構との関係

・最寄品…自宅周辺での必要買い ＝ 多頻度小口の購買慣習

→零細な最寄品店が住宅地周辺に密集

→商品を少量づつ供給してくれる卸売業が必要

→卸売業も零細多数 →流通は多段階に

消費財の流通機構（農林水産物を除く）

素材メーカー 部品メーカー

商 社 商 社

メーカー

販 社 販 社 一次卸

卸売店 二次卸 卸売店

直営店 小売店 小売店 小売店 小売店 小売店 小売店

消 費 者

消費者間の交換・売買 （ネットオークションなど）
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３ 流通機構における小売業の役割

３－１ 流通と流通機能

（１）流通とは

＜流通とは＞

生産と消費の間のギャップ(懸隔)を橋渡し(架橋)する活動

のギャップ所有権

生 のギャップ 消空 間

のギャップ情 報

産 のギャップ 費品揃え

のギャップ価 値

者 のギャップ 者時 間

（２）流通機能

ギャップを解消・調整する流通の機能

…所有権の移転取引機能

…場所の移転輸送機能

…ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝと情報収集情報伝達機能

…時間的な調整保管機能

３－２ 小売業の役割

製造業 卸売業 小売業 消費者

小分け販売

分散立地型販売(販売代理)

への対応 (購買代理)非計画的購買

の促進参加(体験)型購買

●ダム方式から編集方式へ

ダム方式在庫 編集方式統合型

業種別流通の各段階で在庫を持ち 業態別に主要品種をｱｿｰﾄﾒﾝﾄする太短

供給者側の理論で、一方的に押し流す のﾊﾟｲﾌﾟ形成により､小売段階在庫のみ

メーカー 在庫 メーカー（ ）

問屋 在庫 卸（ ）

小売店 在庫 メーカー ［仕訳ｾﾝﾀｰ］（ ）

小売店 消費者

消費者（モノあまり） 卸 （ｱｿｰﾄﾒﾝﾄ） （満足）

メーカー
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３－３ 小売業の機能と基本的役割

製造業 卸売業 小売業 消費者

基本的機能

供給先企業に対して 消費者に対して

消費者ニーズの動向 地域社会に対して 安全で安心して使える

に関する情報の提供 商品情報の提供
暮らしの向上に

関する情報の提供

（商品の取りそろえ・組み合わせ編集機能 ：アソートメント ）

主たる顧客層に合わせて商品を厳選し、売場で効果的に編集すること

小売業の最も基本的な機能

●消費者に対する小売業の役割

品揃えの提供機能 アソートメント① ……顧客層に合わせた商品の厳選と編集＝

② ………当用買いに対応する在庫、生産と消費の間の量的調整機能在庫の調整機能

③ ………… を通じたコスト削減、 （値頃感）の設定価格調整機能 価格競争 適正価格

⑤ …専門的な知識にもとづいて消費者に代わってチェック品質のチェック機能

④ ………商品情報・流行情報・生活情報を店頭や で情報の提供機能 ホームページ

⑥ ……いつでも､何でも､近くで、消費者の生活に不便をかけない便利性の提供機能

⑦ …クレジット機能や各種特典つきのプログラム顧客サービスの提供機能

快適性の提供機能 ストアロイヤルティ⑧ ……楽しめる売場空間、賑わい性の演出→

●供給先企業に対する小売業の役割

① …………メーカーの商品の販路を確保する生産支援機能

② ……… 商品を開発し、流通主権者機能 プライベートブランド（ＰＢ）

流通プロセスをコントロールする

③ …消費者の購買行動・購買目的をフィードバックする消費者情報伝達機能

●地域社会に対する小売業の役割

① ……地域に暮らす消費者の生活改善→快適で健康的な日常生活暮らしの向上機能

地域社会への貢献機能 地域文化の発信メディア② …地域環境の整備改善活動、

③ …自己の経験や人脈を有効に生かせる職場雇用機会の提供機能
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４ 中小小売業の現状と役割

４－１ 中小小売業の現状

●中小小売業とは

（中小企業基本法における

資本の額 又は出資の総額 常時使用する従業員数中小企業の定義) （ ）

製造･建設･運輸業等 ３億円以下 ３００人以下

卸 売 業 １億円以下 １００人以下

サ ー ビ ス 業 ５千万円以下 １００人以下

小 売 業 ５千万円以下 ５０人以下

●中小小売業の事業所数

全国の小売業：約１０２万事業所（2014年調査）

内訳：大規模事業所（５０人～） 2.5％

中規模事業所（５～49人）48.4％ 中小規模97.4％

小規模事業所（ ～４人）49.0％

┗ﾊﾟﾊﾟﾏﾏｽﾄｱ（～２人）25％以上

増減：1982年調査をピーク(約172万事業所)に減少

●中小小売業の年間商品販売額

全国の小売業：約１２８兆円（2014年調査）

対2007年で約５％減、1997年調査をピークに減少傾向

●中小小売業のチェーン組織への加盟

中小小売業 チェーン組織( )への加盟による経営基盤の強化VC,FC

経営資源が脆弱 事業所数や 活力を取り戻す

(ﾋﾄ･ﾓﾉ･ｶﾈ･情報) 販売額の減少 新規に事業を立ち上げる
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４－２ 中小小売業の役割

●地域への …大手に比べ地域密着性が高い→地場産業の販売チャネル社会的貢献

地域の雇用の創出

●地域の の拡大…大型店にない特徴での差別化消費者の店舗選択範囲

（品ぞろえ・価格・サービス）

●地域の 機能…高齢化、単身化による触合いの必要性消費者とのコミュニケーション

→フレンドリーな接客、親密度の増加

→小売店の存在意義、顧客の愛願心

４－３ 中小小売業の活性化

●チェーン組織への加盟

高度で効率的、かつ、 試行錯誤しながら

チェーン 競争力のあるシステム 自らノウハウを築く
単独経営

組織加盟 自由裁量度が低い 自由裁量が大きい

ロイヤリティが高い ロイヤリティが低い

※チェーン運営の仕組みなどについて十分な説明を受けて、

納得した上で加盟することが必要である。

●品ぞろえの専門化

・小規模店での品ぞろえの総合化 → の危険性総花的品ぞろえ

「いろいろあるが、買いたいものがない」

・顧客の絞り込み、品ぞろえの専門化 → より大きな顧客満足が得られやすい

（ ） ただし広域からの集客が必要なことも市場細分化戦略

※店舗の規模のみならず、商品特性や立地条件なども勘案しながら、

専門化の分野や専門化の度合いを検討しなければならない。

●業種店から業態店へ

“ ありき”から“ ありき”へ商品 顧客

●顧客満足を増進するきめ細やかなサービス

大型店が対応しきれない部分でのひと手間が顧客満足を増進する

●ＩＣＴの活用

インターネットの活用によって、商圏を無限大に拡大しうる可能性



- 9 -

第２章 組織形態別小売業の基本

１ 組織小売業の定義と特長

店舗の大型化小売業大規模化の２つの方法

多店舗展開

＜ とは＞組織小売業

複数の店舗が、同じ店舗名の看板をあげて、

仕入や店舗運営面などにおいて、共通の基盤を活用して商売をする方式

主に↓

同業種、同営業形態 ＜ ＞チェーンストア

の単独店が水平的に 情報や仕入の中心となる「本部」 ①中央所有

共同することで、 と販売現場である多数の「店舗」 ②中央本部管理

規模の経済性を発揮 から構成される組織形態 ③店舗ﾌｫｰﾏｯﾄの類似性

バイイングパワーの発揮による仕入単価の低減
低価格での販売

標準化によるローコストオペレーションの実現

●組織小売業の分類

組織形態の分類

ﾚｷﾞｭﾗｰﾁｪｰﾝ（RC）＝ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾁｪｰﾝ（CC）単一資本…

フランチャイズ組織（FC）資本形態 契約による独立資本…

ボランタリー組織（VC）による分類 共同資本…

生協（COOP）消費者の共同出資…

総合品ぞろえｽｰﾊﾟｰ（GMS）ｾﾞﾈﾗﾙﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞ組織

スーパーマーケット（SM）店舗形態 （総合商品型）

による分類 などホームセンター(HC)

ﾘﾐﾃｯﾄﾞﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｽﾞ組織 カジュアルウエア･ｽｰﾊﾟｰ

（限定商品型） 家 電 スーパー など

食品小売業

販売商品の種類 衣料品小売業

による分類 住関連小売業

医療品小売業 など
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●各種の組織小売業の特徴（資本による類型＝組織の所有権による分類）

目的とメリット 組織構成 運 営

組織小売業 多店舗化による と の役割分担 本部による本部 店舗

の追求 (仕入)(販売) 統一的な管理規模の利益

企業型チェーン 大量仕入れ、 本部と店舗が 本部の決定に、単一資本

大量販売による のもとで、同じ事業体 各店舗が従う。ﾚｷﾞｭﾗｰﾁｪｰﾝ(RC)

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾁｪｰﾝ( ) 低価格販売の実現 (企業)に属しているCC

契約型チェーン 資本関係がなくて 資本的には 契約の範囲で、独立事業体

もﾁｪｰﾝｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの である本部と店舗が、 本部の指示に従う

ﾒﾘｯﾄを得る によって結ばれる 利益干渉はしない契約

フランチャイズ ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ･本部： 大手企業のＦＣ本部が 本部→

既存店の利用で、 既存店を個別に組織化 の提供チェーン ＦＣ ﾊﾟｯｹｰｼﾞ（ ）

小投資、急速展開 各契約は独立しており 商標

確実なﾛｲﾔﾙﾃｨ収入 加盟店間に横のつなが 経営ﾉｳﾊｳ

加盟店： りはない 指導･助言

ﾌﾗﾝﾁｬｲザー ﾛｲﾔﾙﾃｨ信用ある名称と 本 部＝ 加盟店→

経営ﾉｳﾊｳの使用 加盟店＝ の支払ﾌﾗﾝﾁｬｲジー

独立性を維持した な参加 ＜本部＞ボランタリー 自主的

状態で、運営上の 加盟店同士の 戦略立案やチェーン ＶＣ（ ）

共同活動を行う 横のつながり 管理機能を集中

卸売業と小売店舗 となり、 ＜加盟店＞卸売主宰ＶＣ 卸売業が本部

で、仕入と販売の 取引先小売業を加盟店 本部に従い仕入や

機能分業を果たす として組織化した 販売促進を行う

低価格で共同仕入 同業種の独立系 関係は緩やかで、小売主宰ＶＣ 小売店

(ｺｰﾍﾟﾗﾃｨﾌﾞ 情報の共有化 が共同出資して、 加盟店の意見の同士

ﾁｪｰﾝ) 統一的な販促活動 した 反映も可能本部を設置

企業に対抗する 自ら出資した消費者の 地域密着で無店舗消費生活

の生活防衛 協同組合＝非営利組織 の は、協同組合 消費者 共同購入

事業主体＝販売対象 組合員交流の場（ＣＯＯＰ）

種類 地域生協：地域単位で組織 ＣＯＯＰ と 株式会社

職域生協：職場単位で組織 法 律 生協法 会社法

目 的 非営利 営 利
事業 購買事業 ＋ 各種の利用事業 (奉仕) (利益還元)

共同購入…ｸﾞﾙｰﾌﾟ購入 基礎財産 出資金 資本金

店舗事業…ﾁｪｰﾝｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 出資者 組合員 株 主
を展開 (消費者) (投資家)

※生協法＝消費生活協同組合法 意思決定 総代会 株主総会

2007年改正：県域規制の緩和 機関

員外利用規制の緩和など
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２ チェーンストアの基本的役割

２－１ チェーンストアの意味

＜ とは＞チェーンストア

単一資本で11店以上の店舗を直接、経営管理する …（国際ﾁｪｰﾝｽﾄｱ協会の定義）

小売業、または飲食業の形態

画一的で標準化した店舗運営が基本

… 、一括集中仕入など本部による中央集権

２－２ チェーンストアのねらい

・各店舗の運営コストの低減 ・衣食住などの総合生活需要の創造

・大量販売方式 ・特定分野の市場開拓

大規模な売場面積の店舗を 売上高の多さで

広範囲に多数出店 市場の占拠率を確保する

小規模な売場面積の店舗を 店舗数の多さで

一定のエリア内に集中的に出店 市場の占拠率を確保する

商品カテゴリーごとに専門化した店舗を ｴﾘｱ内の同一ｶﾃｺﾞﾘｰ市場において

出店 圧倒的な占拠率を確保する

２－３ チェーンストアの種類

コーポレートチェーン（ＣＣ レギュラーチェーン単一資本… 、）
VCﾒｰｶｰ主宰

VC資本 共同資本… 卸主宰ボランタリーチェーン（ＶＣ）
VCによる類型 小売主宰

フランチャイズチェーン（ＦＣ）契約による独立資本…

消費者の共同出資…生協チェーン（ＣＯＯＰ）

商圏規模 ナショナルチェーン（全国チェーン）……ＣＶＳなど

による類型 リージョナルチェーン（広域チェーン）…ＧＭＳ、ＳＭなど

ローカルチェーン（地域チェーン）………ＳＭ、ＨＣなど

総合品ぞろえスーパー（ＧＭＳ）チェーン

店舗形態 スーパーマーケット（ＳＭ）チェーン

による類型 ドラッグストア（ＤｇＳ）チェーン

コンビニエンス（ＣＶＳ）チェーン

スペシャルティストア（ＳＳ）チェーン など

衣料品チェーン

業種 カジュアルウエアチェーン

による類型 家電ストアチェーン

眼鏡チェーン など
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２－４ チェーンストアの特徴

① により、店舗運営をコントロールする。本部主導型

②販売方式は を主体とし、セルフサービス方式

された売場づくりと な店舗運営を行う。標準化 画一的

③店舗での作業を標準化、効率化するために を活用するマニュアル

④ にあり、店舗は補充・発注を行う。仕入の決定権は本部

⑤ を採用し、 を発揮する。一括集中仕入方式 バイイングパワー

⑥自社の を持ち、卸売機構を確立する。物流センター

⑦効率化運営のために、 で武装する。情報システム

チェーン 原則として、 の企業が、 のもと単一資本 本部の強力な統制

オペレーション に、 を出店し、それらを運営し続けること同一形態の店舗

一定地域への多数配置 …ドミナント型出店

広域主要地域への点在 …大型拠点型出店

本部集中化 本部の指示・命令のもとに、各店舗は販売に専念する。

バイイングパワー 多店舗展開の規模的拡大から生み出されるバイイングパワ

ーにより､仕入原価引下げなど有利な取引条件を引き出す｡

自社の物流センター 自社の物流センターにより、卸機能を担い、メーカーから

の設置 直接仕入れた商品を一括配送し、作業軽減とコスト削減を

ねらう。

情報システムの充実 店舗運営のシステムを再構築するために、ＰＯＳシステム

をはじめとする情報システムの充実をはかっている。

２－５ チェーンストア経営上のメリットとデメリット

メリット デメリット

・大量仕入れによる仕入コストの低減 ・出店トラブルの増加

・店舗の標準化による運営コストの低下 ・優秀な人材の確保が困難

・人材確保の有利性 ・店舗間の格差の開き

・企業規模拡大化の資金繰りの容易性 ・本部対店舗の組織環境が悪化

・ＰＢ商品の導入可能 ・地域密着性が困難

・加速度的知名度アップ ・画一的な店舗運営

・広告宣伝費の削減 ・１店舗のリスクが全店に波及
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３ 販売形態の種類と特長

●小売業の販売形態 ●年間販売額の割合

（店頭販売 ： ８割強店舗販売 ）

： ２割弱…訪問販売以外は拡大傾向無店舗販売

訪問販売(ｾｰﾙｽﾏﾝが家庭･職場を訪問)：無店舗販売中最多…縮小傾向

移動販売(ﾄﾗｯｸ､ﾊﾞﾝなどで住宅地･商店街､ﾋﾞｼﾞﾈｽ街を移動）

通信販売（カタログ･ ､電話､テレビ､インターネット）DM
自動販売機販売 伸びがめざましい

その他（仕出し、産地直送、月極め、共同購入）

●店舗販売の特徴（無店舗販売との違い）

①店舗が存在すること。

②扱い商品が店内にディスプレイされていること。

③対象とする顧客は、ある一定の商圏内の消費者であること。

④顧客が店舗に来店し、

店内で商品を見ながら購入の意志決定をして、購買すること。

⑤基本的には販売員による対面販売であること。

●店頭販売の事業所数 2012経済ｾﾝｻｽ 2007商業統計

小売業計 約103万ヵ所 約114万ヵ所

店頭販売 約101万ヵ所 約103万ヵ所
（ ） （ ） （ ）構成比 約98％ 約90.9％

●店舗販売と業種別特性

・どの業種においても店頭販売が主流

・店舗販売の割合が多い業種

各種商品小売業、医薬品･化粧品小売業…９割以上

・店舗販売の割合が少ない業種

書籍･文房具小売業…月極販売の新聞小売業が含まれる

農耕用品小売業、自動車･自転車小売業…訪問販売が多い

●小売業が兼業するネット販売

総合 店舗型ﾈｯﾄｽｰﾊﾟｰ 売場を回りまとめてﾋﾟｯｷﾝｸﾞ→ﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞで仕訳し発送

品ぞろえ

スーパー 倉庫型ﾈｯﾄｽｰﾊﾟｰ 倉庫で顧客ごとにﾋﾟｯｷﾝｸﾞ →ｺﾝﾍﾞｱで振り分け発送

百 貨 店 衣料品･雑貨 宝飾品･化粧品･食品など､安定成長部門で若年層にも期待+

コンビニｴﾝｽｽﾄｱ 早くから､ネット販売の窓口として機能､ﾁｹｯﾄ代行や食品を取扱う

･ ｼｮｯﾌﾟ 新品 中古品のCD･DVD･書籍･ｹﾞｰﾑｿﾌﾄの販売CD DVD /
書店､中古書店
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●その他の販売方法

移動販売 訪問販売（１） （２）

意 義 １軒１軒の家庭を個別訪問せず、 販売員が各家庭や職場を訪問して

人の集まるところを巡回販売する 商品を販売するスタイル

特 徴 ・ﾄﾗｯｸ等に商品を積み移動、販売 ・対象顧客が自由に設定できる

・現物商品をその場で現金売買 ・見込み客を訪問しての販売活動

・扱う商品が限定的で数種類以下 ・販売員による対面販売

・特定の場所・日時を決めるなど ・ｶﾀﾛｸﾞ商品の売買契約のみも

消費者の便宜を図る工夫をする ・顧客の利便性（家庭や職場に

・自営的・生業的な少人数経営 いながら商品購入ができる）

事業所数 約２万2,000ヵ所（約２％）

2012 販売額も減少傾向

経済ｾﾝｻｽ 在宅率の低下による非効率化

扱われて 食料品が多い 売上高ベスト３

いる商品 ・産直生鮮品、ﾌﾚｯｼｭﾍﾞｰｶﾘｰ １位：化 粧 品

・ｽｲｰﾂ類､たこ焼き(商店街･駅前) ２位：健康食品

・昼食用弁当･飲料（オフィス街） ３位：清掃用具

（公益財団法人日本訪問販売協会

「 」 ）売上高調査 より

通信販売（３）

、 、意 義 印刷媒体や電波媒体を活用して 消費者に商品(サービス)を直接訴求し

郵便や電話などで注文を得る方式

カタログ販売 テレビ販売 インターネット販売

ダイレクトメールや テレビで訴求し電話等 自社のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞや電子

店頭での手渡しによる でレスポンスを得る ﾓｰﾙで､訴求･受注する

カタログで訴求する 一般のﾃﾚﾋﾞｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ ｶﾀﾛｸﾞやﾃﾚﾋﾞとも併用

特 徴 ｶﾀﾛｸﾞ=店舗､各頁=売場 媒体コストが高いため 商圏自由､迅速な商品

→ｶﾀﾛｸﾞﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ 見合う水準の商品価格 到着､細かなﾆｰｽﾞ対応

・立地条件に関係なく対象顧客に積極的にアプローチできる

→潜在需要を刺激して需要の顕在化を促すことが可能

・顧客リストの収集と整備が必須（情報提供のベース）

→必要な商品を必要な顧客に伝達し、一定のレスポンスを得る

事業所数 通信販売・訪問販売事業者数：２万1,476ヵ所（約２％）

2014 うち法人１万5,024ヵ所、個人6,452ヵ所

商業統計 一貫して増加傾向
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第３章 店舗形態別小売業の基本的役割

１ 小売業態の基本知識

●業種、業態、店舗形態

業種 業態 運営形態＝

Kind of Business Type of Operation

分類 商品の「作り方」 商品の「使い方」

基準 ∥ ∥

の立場から の生産者 顧客

特定商品を扱う ﾗｲﾌｽﾀｲﾙの変化に応じた

ビジネスのタイプ 販売促進のタイプ 「業態」は、

∥ ∥ 顧客の側に立った

何を売るか どのように売るか 経営の総称である

↓ （運営形態）

いかに買ってもらうか

Store Format（経営形態） 店舗形態

表し方 をセグメントし、取り扱う商品 顧客

から、用途・機能

購買需要を喚起する

店舗の器＝取扱商品では表せない

具体例 「○○屋」 百貨店、ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ( )、SM
薬屋 酒屋 肉屋 総合品ぞろえｽｰﾊﾟｰ( )､、 、 、 GMS
時計屋､洋服屋 ﾃﾞｨｽｶｳｳﾝﾄｽﾄｱｰ( )､など DS

、 （ 、ｶﾃｺﾞﾘｰｷﾗｰ ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ )HC
ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱｰ( )、DgS
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ（ ) などCVS

経営 「誰の」

「 」への どのような生活シーン

視点 「何を」 「何を」

「 」→経営の方法や どのような組み合わせ

しくみがない どのような方法や仕組 「どのような店舗の形態」「 」

その他 どのような消費者ニｰズ

に､何をもって応えるか

∥

コンセプトを 一般に

商品や売場に具体化 業態と混同されている

※小売店は「業種店」から「業態店」へと変身を遂げる必要がある。
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specialty store２ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ 専門店

＜専門店とは＞

取扱商品において特定の分野が９０％以上を占める

非セルフサービス（ ）店対面販売

専門（業態）店 専業（業種）店

戦 略 の専門性 の専門性顧客ニーズ 商品

（ライフスタイルの専門化） （品ぞろえの専門化）

顧客ニーズからの発想 商品からの発想

品ぞろえ 顧客ニーズに合わせる 多品目

目 標 固定客の獲得と維持 客数（売上げ）の拡大

経営のポイント 顧客管理が主体 商品管理が主体

運営 ｢誰が｣｢何を｣｢どのくらいの頻度で｣買っているかを的確に把握

（従来：顧客台帳 → 現在：カードによる会員化、 ）FSP

↓

「どのような顧客に、どのように訴求すればよいか」＝販売戦略

「今、何か売れているか」→「これから何が売れそうか」予測

：フリークエント・ショッパーズ・プログラム（FSP)

顧客に価格面での便益などを与えながら、顧客情報を把握

対面販売 接客の専門家として、顧客の心をつかむスキルが必要

による顧客対応 ・人的な接触によって顧客の欲求を聞き出し、

自店の範疇で可能な最大限の課題解決を提案する。

・販売員というより、接客員、相談員として機能すべき。

＜専門(業態)店とは＞

単一品種、または限定した品種に 、商品を絞り込み

その中で独特の商品構成とサービスを行う小型～中型の店舗

オリジナルの商品開発や売場づくりに特色を出し、個性化戦略を進めている

テーマ訴求型コンセプトショップ 単一品専門型
Speciality store
retaier of Privateターゲット・マーケティング型 製造販売型ＳＰＡ

lavel Aparel
高級化・アップスケール型 ディスカウント販売型

家電専門店チェーン 衣料品専門店チェーン

事 かつてメーカーの系列店中心 店舗名がブランドとなる衣料品スーパー

例 → 頃から、系列無視のＤＳが台頭 ⇔ブランドのない実用衣料品スーパー'80
→ｵｰﾌﾟﾝ価格化､ 代のPC普及で成長 ・ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾎﾙﾀﾞｰたる卸売業のﾊﾟｲﾛｯﾄｼｮｯﾌﾟ'90
→近年は寡占化 から、製販一体のＳＰＡへ
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Department store３ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ 百貨店

●百貨店の歴史

：フランス「ボン・マルシェ」1852
：日 本 橋「三越百貨店」←越後屋呉服店1904

（当初）安売り店…正札販売法
↓

(その後)高級品を扱う

戦前：老舗呉服屋系

戦後：電鉄系百貨店…高度経済成長とともに成長

家族が余暇を過ごす施設

代半ば：スーパー（ＧＭＳ）の追い上げ…大量仕入、大量販売、低価格1960
代：バブル経済の破綻の影響→低迷→生き残りをかけた展開→経営統合1990

●百貨店のマーチャンダイジング ●百貨店の販売形態

（一般的に は低い） ① →見直し商品回転率 委託販売 派遣社員への依存・

・ が主力衣料品

・服飾雑貨や室内用品､ が中心 ② の高まりｷﾞﾌﾄ用品 自主マーチャンダイジング

・家具、家電製品は減少

・食品部門が積極的に展開、販売増加 ③ の減少、法人外商

・ 中心に高級品が比較的多い の見直し(顧客囲い込み)ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品 個人外商

百貨店オリジナル商品・差別化のための

●百貨店の店舗展開・運営

部門ごとの商品管理・

・ …多店舗展開ではあるが、本部での集中管理はしない店舗ごとの運営

（ドミナント出店ではない、地域性への配慮の必要性）

・収益性を上げるには、店舗ごとの拡大と効率性の向上が必要→店舗ごとの分社も

＜ は＞百貨店

によって単一資本の経営

多種多様な し、商品を部門別に管理

高サービス 大規模小売店を基本として販売する

法人需要の低下、 最近は、ようやく

高級品の売上げ低下は、命取り “自主マーチャンダイジング”に

取り組み始めている

商品は、委託販売でリスクが少ない

仕入先企業などの派遣社員に依存 ※自らの責任で仕入れ、完売する

法人顧客と一般顧客の２眼レフ構造 顧客管理システム

高級ブランド品主体の商品構成 イベント活動・実演販売

ハイコストの重層式店舗 多様な店舗展開
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４ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ 総合品ぞろえスーパー（ＧＭＳ）

General Merchandise Store

●総合品ぞろえスーパーの定義 ●総合品ぞろえスーパーの歴史

ＧＭＳ＝総合品ぞろえスーパー ○登場は１９５０年代後半

＝ ｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ販売＋ﾁｪｰﾝｽﾄｱ方式総合スーパー

（ 、 ）＝スーパーストア ＋品ぞろえの拡大 薬屋 衣料品店

○高度経済成長に伴っての躍進

ｱﾒﾘｶのＧＭＳ…非食品消費財の総べて とその後の展開

（車を除く）を扱う店舗 1960代：モノへの欲求

1980代：量的欲求から質的欲求へ

日本型ＧＭＳ…食品も扱う 1990代：バブル崩壊による売上低迷

（食品50％以下 ） 2000代：高コスト体質に厳しい環境?
→勝ち組と負け組の明暗

●チェーンストアによる売上拡大 ●店舗の基本スタイル

総合品ぞろえスーパー ○当初：商業集積地

広範囲・多品種の商品を →最近：郊外

大量仕入、大量販売する ○拡大スパイラル

↓ 出店による周辺地価の高騰

規模のメリットが不可欠 それを担保とする次の出店

↓ ○地域の小売店をﾃﾅﾝﾄに迎え入れる

すべてが企業型チェーン →自ら するｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰを開発

本部と各店舗の 「村」を切り開いて

相互作用による収益向上 「街」を丸ごとつくる

＜日本型の は＞総合品ぞろえスーパー

日常生活に必要なあらゆる し、商品を総合的に品ぞろえ

顧客にワンストップの利便性を提供する大型の店舗

スーパーセンター業態への移行 近年、他の専門業態に

プライベートブランド（ＰＢ）商品の 部門ごとのシェアを奪われはじめる

拡大・強化

マス・マーチャンダイジング マス・プロモーション

セルフサービスの大型店舗 低コスト出店

複数フロア 安さ
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Super Market５ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ スーパーマーケット（ＳＭ）

●スーパーマーケットの定義

セルフ店 総合スーパー＝ＧＭＳ

専門スーパー 衣料品スーパー

（ ）食料品スーパー ＝スーパーマーケット ＳＭ

住関連スーパー

コンビニエンスストア( )CVS
その他

＜専門スーパーの定義＞ ・店舗面積250㎡以上

・セルフサービス方式の販売

・衣食住のいずれかの取扱構成比70％超

●セルフサービス販売方式と食料品 ●チェーン方式と安売り

食料品店 いずれもＳＭ運営上の経営戦略の一つ

→目的は、地域での生存競争

規模の拡大ではない

セルフSM
ｻｰﾋﾞｽ店 (参考)スーパーマーケットの売上構成

生鮮三品 ３０％

大規模店 ●非食品からの参入 総菜＋日配 ２５％

＋）加工食品 ２５％

食料品計 ８０％

＜ は＞スーパーマーケット

生鮮食料品を中心とする家庭内食材と中食を品ぞろえし、 家庭内 生鮮

セルフサービス方式を主体に一括集中レジで精算する 食事向 食料品

部門管理型の低マージン・低価格販売の店舗 け食品 加工食品

その他

総菜

地域密着性の高さが特徴 中食 弁当

でき立て

大量仕入 日々の食生活中心の品ぞろえ

大量販売 生鮮食料品と加工食品の安さ

ローコストオペレーション 集中レジとセルフサービス方式
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Home Center６ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ ホームセンター（ＨＣ）

６－１ ホームセンターの歴史

日本… 年に登場：余暇時間の増加→趣味に時間を費やす人口の増加1972
→日曜大工や園芸愛好家の増加

・ストアコンセプト： （ )Do It Yourself DIY
・店舗運営と品揃え：チェーンオペレーション

DIY欧米…第二次世界大戦直後 ロンドンの町並みを市民の手で立て直す→

・ホームセンターも日本以上に の考えと密接しているDIY
・頻繁な転居→新しい自宅の改修→次の引っ越し時に高価に売却

欧米での ≒日本でのリフォームDIY

６－２ 品ぞろえの特徴

用品：木材･建材、資材(素材関連)、道具･工具､金物、塗料などDIY
→日本のホームセンターでは、家屋の改修ではなく、

補修･日曜大工が対象のため売上の拡大が望めない。

→園芸、ペット、カー用品を取り入れる。

６－３ 異業種からの参入 ６－４ 売場の拡大と新しい部門への挑戦

●店舗展開：郊外､平屋、一定の広さ ●新業態への移行

●異業種からの参入←運送業、卸売業 大型化、スーパーセンターへの展開

…高粗利益率、低回転の業種のため ●ユーザー市場への対応

他のチェーン小売業は成功せず。 ﾌﾟﾛ需要(掛売)､農業資材､ﾘﾌｫｰﾑ事業

（低粗利益率、高回転） ●集約化への動向

＜ は＞ホームセンター

から、品ぞろえの幅を広げ、ノンフード（非食品）系の小売業日曜大工の専門店

として、流通チャネルの重要なポジションを占めている。

近年は、取り扱う商品の特性から業態が二分化している。

市街地の小型店： 郊外の大型店舗：

生活必需品を中心として、 本業の 用品や園芸用品に加え、DIY
用品や園芸用品をつけ足すタイプ 食料品の部門を設けて、客数増加を見込むDIY

スーパー(ﾎｰﾑ)センター→

､園芸用品主体の品揃え ローコストのワンフロア店舗DIY

生活シーン別の売場づくり 多品種、多品目の品揃え

（住宅地）生活必需品中心の小型店舗 店舗の大型化（郊外）
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Drug Store７ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ ドラッグストア（ＤｇＳ）

７－１ ドラッグストアの歴史 ７－２ ドラッグストアの定義と現状

革新的な薬局･薬店が､米国 を模倣 ＜ドラッグストアの定義＞DgS
…多様な もどきの発生 ①セルフサービス販売DgS

↓ ②｢医薬品･化粧品小売業｣に属する

H&BC(ﾍﾙｽ&ﾋﾞｭｰﾃｨｰｹｱ)カテゴリーの確立 ③一般用医薬品を取り扱う

↓ ＜ドラッグストアの現状＞

破竹の勢いで日本型 の多店舗化 登録販売者制度の新設後DgS
↓ →第２･３類医薬品販売主体での展開

医薬品医療機器等法の施行後は、 ※薬剤師がいなくても、

新たなビジネスモデルの確立が課題 登録販売者で販売できる。

７－３ ドラッグストアの特徴

●メインターゲットは女性

● …そのものを提供美と健康

●セルフメディケーション …自分自身の手で健康管理

→美と健康への医薬品の貢献

＜ は＞ドラッグストア

薬を主体として、健康や美容関連の商品（ ）を中心にH&BCカテゴリー

季節提案する業態である。

、 、 、本来は 専門性を強化すべき業態であるが 生活必需品を低価格で提供し

売上を維持するものも多い。

ローコストのワンフロア店舗 カテゴリー主体の品揃えH&BC

顧客管理システム 生活シーン別の売場づくり

生活必需品中心の小型店舗 店舗の大型化（郊外）

（駅周辺、商店街）

（参考）医薬品など 薬局でのみ取扱可能、主に健康保険の対象となる

の分類 医療用医薬品 処方箋医薬品
薬局医薬品 上記以外の医療用医薬品

薬局製造販売医薬品(薬局製剤)
要指導医薬品医 薬 品

第１類…副作用特高 薬剤師のみ販売応対可
第２類…副作用(高)一般用医薬品
第３類…副作用(低) 登録販売者でも

店舗販売業でも取扱い可能 販売応対可

医薬品ではないが医薬品に準ずる 一般販売員でも販売応対可
医薬部外品 効き目が穏やかで副作用の危険が少ない、コンビニなどでも販売

（栄養ドリンク、育毛剤、制汗剤、薬用化粧品など）
一般小売店でも販売可能

、 。※健康食品 サプリメントに関しては医薬品医療機器等法上の規定はない
（食品衛生法や栄養改善法などによる規制）

（参考）医薬品販売の資格制度

・薬科大学６年＋国家試験 →薬 剤 師…すべての医薬品の販売応対が可能

・都道府県試験＋実務２年 →登録販売者…第2類･第3類医薬品の販売応対が可能
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Convenience Store８ 店舗形態別小売業の基本知識 ～ コンビニエンスストア（ＣＶＳ）

８－１ コンビニエンスストアの歴史

・フランチャイズチェーン方式のミニスーパーのような形態から出発

・ の基準の変化と共に発展利便性（コンビニエンス）

・( )１万 店→( )５万 店、９兆 億円(小売総額の約５％)1982 3,000 2014 2,000 7,000

８－２ 店舗としての特徴 ８－３ 運営上の特徴

●飲食料品を扱う ●商圏のさまざまな情報を収集

特に、弁当類は代表的商品に 全国に広がる多数の店頭情報を入手

… 導入などの不断の努力POS
●売場面積３０㎡以上２５０㎡未満 ●店頭情報の徹底活用

個人商店のＦＣ加盟による転業 情報インフラへの投資を惜しまず、

●営業時間１４時間以上 迅速かつムダのない受発注と物流を

ほとんど 時間､防犯にも貢献 実現する高度なシステムを構築24

８－５ サービス品目の拡大 ８－４ ＦＣ方式の本部の役割

の売り物は､｢便利さ｣そのもの ◎加盟店の満足を獲得する努力CVS
店舗が狭くモノを増やすにも限界

→サービスを商品として充実 ﾌﾗﾝﾁｬｲ 本 経営ﾉｳﾊｳザー

・宅配便の取次 経営指導

・ 送受信 部 商品供給FAX
・公共料金の収納代行 ﾌﾗﾝﾁｬｲ 契約 ｼｽﾃﾑジー

・公共機関の窓口代行

・銀行 加 加 加 加ATM
・コピー･ファックス 盟 盟 盟 盟 ﾛｲﾔﾙﾃｨ

・チケット購入 店 店 店 店 商品代金

・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ代金収納代行 など

ﾌﾗﾝﾁｬｲ ﾁｪｰﾝズ

＜ は＞コンビニエンスストア

顧客にとっての“ ”をコンセプトに、すぐ食べられるモノを中心に、利便性

日々の暮らしに欠かせないデイリー用品を幅広く、かつ絞り込んで品揃えし、

それらを頻繁に入れ替えながら顧客の来店促進を図っている。

原則として、フランチャイズチェーン方式によって、各エリアできめ細かな

多店舗展開を行うシステム化された小売業態である。

営業時間の長さ（２４時間） すぐ食べたり飲んだりする商品が充実

距離的な近さ コンパクトな店舗サイズ

品切れのない売場づくり ひと通りそろった食品中心の品揃え

（ 、 ）約 坪の店舗に 約 アイテムを30 3,000
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その他の店舗形態９ 店舗形態別小売業の基本知識 ～

Discount Store９－１ ディスカウントストア

・低価格での販売を最優先する小売業態、費用を抑え、薄利多売を目指す。

・大量仕入、大量販売のため、チェーンオペレーションが多い。製版一体型もある。

・総合型と限定型に大別される。

１００円ショップ９－２

・店内の全品目を 円で売るディスカウントストアの一形態100
・アメリカのダラーショップが起源

・統一価格→「衝動買い 「ついで買い」の促進」

→事務作業の簡素化

Outlet Store９－３ アウトレットストア

・難物、半端物を格安で売りさばく在庫処分店

・複数のアウトレットストアが集まる→アウトレットモール

Select Shop９－４ セレクトショップ

・経営者がこだわりをもって一定基準のブランド商品を集めた、

個性が明確に主張されている店舗
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第４章 商業集積の基本

１ 商店街の現状と特徴

＜ とは＞商業集積

、 、一定の土地 地区あるいは地域に

小売業やサービス業、飲食店などが

集中して立地する状態のこと

…歴史的経緯から に形成された商 店 街 自然発生的

… などによって されたショッピングセンター ディベロッパー 計画的に開発

１－１ 商店街の変遷

●ライフステージ別に見た商店街の変遷

明治以降～

創 街 区 形 成 期 …生活道路などに沿って自然発生的に商店が近接して立地

生

期 明治30年代～

共同化取組み期 …商工会が任意設立、街灯の共同管理や共同売り出し

→組織的に広い地域から集客するもの

も形成

成 長 期 …盛り場、門前、駅前、公共施設周辺などに成長

→都市の発展にも寄与

近年

衰 退 期 …全国的に停滞または、衰退するものが多数を占める

●国による商店街振興施策の変遷
年代～：中小小売業保護政策から振興政策への転換1960

商店街の近代化 … 年代後半～：流通近代化政策→「 」60 商店街近代化制度

共同事業と環境整備事業の支援

年1962
法人化による助成 … の制定…協同組合よりも要件を緩和した商店街振興組合法

年 ①商店街整備計画1973
高度化による助成 … …高度化事業計画 ②店舗共同化計画中小小売商業振興法

（小振法） ③連鎖化事業計画

年代～1990
まちづくりの展開 …1 年： 制定 →目に見える効果なし998 まちづくり三法

年：改正中心市街地活性化法 ←ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ化など2006
…まちづくりの総合推進組織中心市街地活性化協議会

市町村計画への実効性寄与など
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●商店街実態調査にみる商店街の現状（２０１２年調査）

任 意 団 体：７６．３％（非法人）

商店街の組織形態 ：１６．１％（商店街振興組合法）商店街振興組合

： ７．６％（中小企業等協働組合法）事業協同組合
（総数：約14,467）

商店街の構成員数と店舗数 ２０１２年 ２００９年 増 減

１商店街当たり平均会員数 店 ４２．０ ４１．１ ＋０．９（ ）

１商店街当たり平均店舗数 店 ５２．９ ５１．７ ＋１．２（ ）

商店街のﾀｲﾌﾟ 業 種 立 地 商圏 平均店舗数

最寄品中心 日用品 地元 店近隣型 （ ） 43.0
～１万人 （▲ ）1.2

買回品店と最寄品店 大都市周辺部 やや広い 店地域型 61.8
が混在 小都市中心部 10万人程度 （ ）+ 3.1
最寄品店より 県庁所在地の 20万人以上 店広域型 82.4
買回品店が多い 都心部など （ ）+ 5.7
百貨店、量販店等を 政令指定都市 100万人 店超広域型 140.4
含む大型店があり、 の都心部 以上 （ ）+50.6
有名専門店や
高級専門店が中心

の状況 １商店街当たりの平均空店舗数：６.０５店（１４.６２％）空き店舗

人口規模が小さな都市に位置する商店街は空き店舗率が高い

商店街の景況 繁栄している 繁栄のきざし 衰退のおそれ 衰退している

２０１２年 １．０％ ２．３％ ３３．０％ ４３．２％

２００９年 １．０％ ２．０％ ３３．４％ ４４．２％

商店街の最大の問題： 経営者の高齢化による後継問題」→有効策なく深刻な事態「

２ ショッピングセンターの定義と変遷

２－１ の定義（社団法人日本ショッピングセンター協会の定義）ショッピングセンター

＜定義：ショッピングセンターとは＞

一つの単位として、計画、開発、所有、管理運営される

商業・サービスの集合体で、駐車場をそなえるもの

立地、規模、構成に応じて、選択の多様性、利便性、快適性、娯楽性等を提供

するなど、生活者のニーズに応えるコミュニティ施設として、

都市機能の一翼を担うもの

＜基準：ショッピングセンターは＞

によって計画、開発される商業集積。次の条件を備える。デベロッパー

・小売業の店舗面積は、 ㎡以上1,500
・キーテナントを除き、小売店舗が１０店舗以上

・キーテナントの面積が８０％程度を越えない

・テナント会（商店会）が、広告宣伝、共同催事などの共同活動を行う
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２－２ ショッピングセンターの集客効果

テナントの業種・業態構成 客層や来店目的が似た業種・業態の集積

テナントの業種店舗配置 顧客の購買目的に合わせた便利な組み合わせ

テナントの営業時間 営業時間、販売促進活動も全体でまとまって

ショッピングセンターとは、計画的に大きな集客力を生むように、

業種・業態や店舗配置、営業時間、広告宣伝などを考慮し、実施する

商業空間といえる。

２－３ 日本のショッピングセンター発展の軌跡

駅ビル 都心地下街 など 第二次世界大戦後

米国流ＳＣ概念

ショッピングセンターの急速な発展 年代後半～1960

都心型開発 …商業床の確保 郊外型開発 …人口の郊外化 年： 施設1970 184
ﾓｰﾀﾘｾﾞｰｼｮﾝ

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙの変化

米国型大型複合ＳＣ 年： 施設2014 3,169
駅ビル中心

まちづくり型ＳＣ 売上高

兆 億円29 7,385

や 型…日本独自に発展駅ビル 地下街

…PARCOなど､核なしファッションテナントビル

…百貨店､GMS､専門店が一体リージョナル型

…GMS核、郊外に多いコミュニティ型

…SM&DgSなど生活密着型ネイバーフッド型

…ｱｳﾄﾚｯﾄﾓｰﾙ､ﾊﾟﾜｰｾﾝﾀｰなど価格訴求型

…高級ﾎﾃﾙや美術館ﾅﾄﾞも含む都心立地の複合型


